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Abstract
　The number of people using the adult guardianship system is expected to increase. While the 
guardianship system has hitherto chiefly focused on asset management, the time has come to develop 
business practices that incorporate “welfare perspectives.” Such “welfare perspectives” are also required 
in “personal protection” in the case of guardians. This paper presents our findings regarding personal 
protection for adult facility residents using social welfare facilities. A questionnaire survey of social 
welfare facility workers was employed, and results were organized, with the delineation of specific 
personal protections demanded.
　Results showed that, regarding the personal protection of residents, practices are demanded that 
prioritize but the interests of the facility itself, not the interests of individual residents. This finding 
contradicts the conceptual gist of the adult guardianship system, which considers the best interests of 
individual system users as its priority. We conclude that determining whose needs and interests are to 
be considered is an indispensable viewpoint.
Key words ：Guardianship system, Personal protection, Social welfare perspectives, Best interests of 
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Ⅰ．はじめに
成年後見制度利用の新規申立て件数は，毎年およそ 3
万件で推移しており，累計の利用者は漸増傾向にある（最
高裁判所　2019）．2016 年には「成年後見制度の利用の
促進に関する法律」が施行され，今後も利用者は増加す
ることが見込まれる．成年後見制度は，成年被後見人に
対して，成年後見人等が代理権，取消権を行使して本人
の財産の管理 1）と身上の保護 2）を行う実践に大別でき
る．ただし，財産管理を行うに際しても，身上の保護は
密接に関わっており，双方を完全に分離して実践するこ
とは困難である．例えば，入院費や，施設利用料の支払
いは，身上の保護にあたる事務であるが，財産の支出も
伴うため財産管理事務にも該当する．身上の保護と，財
産管理の関係性についての学説を整理した平山（2019：
113）は，「身上監護の事務と財産管理の事務との関係に
ついては，両方の事務の一体性，分断の困難性等が指摘
されている」点を述べており，双方の実践は不可分なも
のであることがわかる．
しかし，閣議決定された「成年後見制度利用促進基本
計画」には，これまでの財産管理に偏った運用から，本
人の意思決定支援を含めた「福祉的な観点」の必要性が
盛り込まれている．つまり，本来不可分であるはずの財
産管理と身上の保護ではあるが，身上の保護については
重視されてこなかったため，本人の最善の利益を守ると
いう点で不十分であったということである． 
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本稿は，この身上の保護を具体的に示したうえで，そ
のあり方について検証することを目的とする．身上の保
護には「福祉的な観点」が必要である以上，ソーシャル
ワークに照らし合わせた検証が必要となる．そこで本項
では主に社会福祉関係施設（高齢者，障害者関連施設）
に入所中の成年被後見人に対する身上の保護を見ていく
ことにする．社会福祉関係施設には社会福祉士等のソー
シャルワーカーが配置されている場合があり，身上の保
護の必要性を福祉的な観点から捉えていると考えられる
からである．また，社会福祉関係施設であるため，財産
管理に偏った支援だけでは満たせないニーズがあること
も予想される．
ただし，このニーズのついては慎重に検討する必要が
ある．なぜなら，「誰にとって」のニーズかという重要
な問いがあるからである．ニーズについては，「食料」
や「寝場所」のような一般的なものをあげる場合は特に
問題は起きないが，それをさらに掘り下げていくと，そ
の要求は極めて論争的になることを岩田が指摘した（岩
田　2016：33-42）．すなわち，ニーズには「オモテとウ
ラ」があり，普遍的と認識される「オモテ」のニーズは，
実は社会の多様な価値判断が影響しており，しかもそれ
が操作的な概念であるとしている．このニーズの細部を
検証すると，「充足する手段や主体，さらには政治的論
争を含んだ『ウラ』の顔」（岩田　2016：40）が覗くの
である．また，この操作的に定義されたニーズについて
は，社会福祉供給者側からの把握であるという指摘は重
要である．
これらの指摘を踏まえて，本項では「誰にとって」の
ニーズなのかを念頭に置いて，成年被後見人への身上の
保護を見ていくことにする．
Ⅱ．研究方法
1．調査方法
　郵送にてアンケート調査を実施した．アンケート項目
には，施設入所中の成年被後見人の有無，今後の利用見
込み，成年後見人等の類型，職種，利用することによる
利点や課題などで構成した．同封した返信用封筒に回答
を入れてもらい返信にて回収した。実施期間は 2017 年
10 月〜 11 月とした．
2．研究対象
　宮崎県内の高齢者福祉施設（特別養護老人ホーム，介
護老人保健施設，有料老人ホーム）の管理者，または相
談員，施設ケアマネージャー，居宅介護支援事業所のケ
アマネージャーに加え，障害者支援施設の相談員，サー
ビス管理責任者，合計 844 票である．回収できたのは
356 票，回収率 42% であった．各配布先と回収結果は
表 1 の通りである．
表１　配布先と回収率
3．倫理的配慮
　アンケート用紙に加え，アンケート依頼文を添付し，
回答はあくまで任意であり，アンケートの協力に応じな
い場合も何ら不利益を被らないこと，回答した場合でも
個人が特定されないよう統計処理を行うこと，アンケー
トの回答と返信をもって同意を得たものとみなすことを
明記した．また，本調査は九州保健福祉大学倫理審査委
員会の承認（受理番号 17-024）を得ていることも付け加
えた．
Ⅲ．結果
1．回答者属性
　回答者の職種は，施設長・管理者が最も多く，回答数
243（68.3%），次いで相談員・支援員が回答数 76（21.3%）
であった（表 2）．
回答数 %
施設長・
管理者 243 68.3
相談員・
支援員 76 21.3
その他 32 9.0
5 1.4
合計 356 100.0
表２　回答者の職種
　回答者の職場の地域は，県央が最も多く回答数 152
（42.7%），次いで県北が回答数 101（28.4%）であった（表 3）．
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回答数 %
県北 101 28.4
県央 152 42.7
県西 80 22.5
県南 23 6.5
合計 356 100.0
表３　回答者の地域
2．成年後見制度の利用状況
　アンケート調査時点で，成年後見制度を利用している
入所（入居）者がいるかとの問いには，「いる」との回
答数が 190（53.4%），「いない」が 166（46.6%）であり，
半数以上の施設で成年後見制度の利用者がいることが明
らかになった（表 4，図 1）．
回答数 %
いる 190 53.4
いない 166 46.6
合計 356 100.0
表４　成年後見制度を利用している入所（入居）者
図１ 成年後見制度を利用している入所（入居）者
いる
いない
　また，何らかの理由で成年後見制度の利用が必要と思
われる入所（入居）者の存在の有無を尋ねたところ，「必
要あり」とした回答が 162（45.5%）であり，「なし」
187（52.5%）を下回った（表 5，図 2）．
回答数 %
必要な入所者
あり 162 45.5
必要な入所者
なし 187 52.5
無回答 7 2.0
合計 356 100.0
表 5　制度の利用が必要な入所（入居）者
図 2　成年後見制度の利用が必要な入所（入居）者
必要な入所者
あり
必要な入所者
なし
無回答
　さらに，制度の利用が必要と思われる入所（入居）者
の有無と，実際に制度を利用している入所（入居）者の
有無を，クロス集計で見ると，制度の利用が必要である
入所者がいるにもかかわらず，制度を利用していない施
設が 44 あることがわかった（表 6）．
いる いない
あり 118 44 162
なし 70 117 187
無回答 2 5 7
合計 190 166 356
必要な入所者の有無
制度利用者の有無
合計
表６　制度利用が必要な入所者の有無と制度を利用して
いる入所者がいる回答とのクロス集計
　成年後見制度を利用している入所者がいる施設で，制
度の利用が必要になった理由を複数回答で求めた．質問
項目の回答選択肢は以下のとおりである．
 
①不動産や預貯金等の財産管理ができていなかった
②病院や施設の利用契約が行えていなかった
③経済的虐待が疑われていた
④施設利用料などの支払いが滞っていた
⑤わからない
⑥その他
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　結果は，「①不動産や預貯金等の財産管理ができてい
なかった」が最も多く 139 であった．次いで，「②病院
や施設の利用契約が行えていなかった」が 53 であった
（図 3）．
図３　制度の利用が必要になった理由
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3．専門職後見人による実践内容
　専門職後見人とは主に，弁護士，司法書士，社会福祉
士の資格を持って成年後見人等として実務を行うものを
指す．今回の調査においても専門職後見人についての質
問項目を設けており，それぞれの特徴の把握を試みた．
　まず，その実務内容を具体的に見ていく．質問には以
下の 11 項目について回答（複数回答）を求めた．
 
①本人との面会
②サービス利用計画等の確認
③ケースカンファレンス等への参加
④親族との連絡調整
⑤入退所の手続き
⑥各種サービス契約の代理
⑦医療処置が必要になった時などの緊急対応
⑧利用料の支払い
⑨預貯金通帳等の管理
⑩自宅などの不動産の管理
⑪その他
 
　結果は，弁護士，司法書士の専門職後見人は⑧，⑨が
比較的多く，社会福祉士は⑧，⑨に加え，①，②，③も
多い傾向が見られた（図 4）．
　この結果から，弁護士，司法書士は法律専門職である
ことから，財産管理についての実務に期待を持たれてお
り，他方社会福祉士は福祉専門職として，施設での生活
面についての支援に役割が求められていると考えられる．
図４　専門職後見人の実務内容
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　次に専門職後見人の後見実務によって得られるメリッ
トについて見ていく．具体的な項目は以下の通りである．
 
①本人の利益を最優先に考えて行動してくれる
②本人の不安が軽減して落ち着いた
③親族との関係が改善された
④親族との連絡調整を図ってくれる
⑤何かあった時に後見人に相談できる
⑥行政関係の手続きの負担が軽減した
⑦財産管理の負担が軽減した
⑧その他
 
　全体的に最も多くあげられたのは，⑤，⑥，⑦であっ
た．①，②，④に関しては，弁護士，社会福祉士に若干
多く見られた（図 5）．⑤が最も多くあがった背景として，
親族を含めて本人のことについて相談できる存在がいな
い場合が多く，よって成年後見人等が頼られている現状
があるためと考えられる．
図５　専門職後見人がつくことによるメリット
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4．身上の保護についての課題（自由記述）
　アンケートの項目には，自由記述欄を設けており，成
年後見制度を利用する際の課題や問題点を確認した．そ
の中でも特に身上の保護に関する記述について抜粋し
た．この身上の保護を判断するにあたって参考にしたの
は，上山（2010：101）による分類である．内容は以下
の通りである．
 
①医療に関する事項
②住居の確保に関する事項
③施設の入退所，処遇の監視・異議申し立てに関する事
項
④介護・生活維持に関する事項
⑤教育・リハビリに関する事項
⑥異議申立て等の公法上の行為
⑦アドボカシー
 
　最も多く見られた記述内容は，①の医療に関する事項
であった．具体的な内容は「施設入所者で身寄りのない
方で一番困るのは，医療的な処置について判断ができな
いことです」，「医療行為に関する権限がない」，「終末期
を迎える利用者の医療方針の選択，入院時の保証人」，「医
療の同意がないため，結局家族の協力が必要となる」，「医
療面において手術や看取りの判断が後見人の方に無いこ
とから，制度面での改善が必要と思われる」，「医療行為
に関する判断は後見人にはできないようになっている
が，身寄りがない方については現実的ではない」
　その他にも②住居の確保に関する事項，③施設の入退
所，処遇の監視・異議申し立てに関する事項，⑦アドボ
カシーに関するものが見られた．ただし，上山の分類通
り明確に区別できるものばかりではなく，実際には区別
が曖昧なものも多くあったため，複数の事項に当てはめ
た．例えば，②と③はまとめて整理した．内容としては，
「実際にお金が足りなくなり施設の支払いが難しいこと
がある」，「我々管理職の立場からすると利用者処遇と同
時に利用料の納入という経営上の問題も関係するところ
から情報提供し，積極的に活用をお願いしたい」，「家族
が管理していてサービスの利用料が止まることがあると
大丈夫かなと心配になります」があげられた．
　⑦アドボカシーについて，ここでは「代弁，弁護，支持，
主張」といった意味で使用する．アドボカシーを「権利
擁護」と訳す場合もあるが，統一された見解ではない 3）
ため，本稿はあくまでリーダーズ英和辞典第３版による
訳を使用する．
　記述内容を見てみると，「判断ができるうちに『自分
はこうしたい，こうして欲しい』という願いを把握して
おくこと」，「本人の思いや要望などに寄り添い施設側と
一緒に考える場がまだ得られないため，改善の必要性を
感じます」，「意思疎通が取れないからこそ利用したいの
に，取れないことを理由に利用できない」などがあげら
れた．
 
5．制度全般の課題
　これまで身上の保護に視点を当てて結果を見たが，自
由記述欄には成年後見制度の利用の仕方や運用規定につ
いての課題に関するものも見られた．主なものとして，
「手続きに時間とお金がかかる」，「費用，手続きの問題」，
「申立ての手続きに時間がかかりすぎてしまう」，「財産
があってもなくても制度が利用できるようになってほし
いです」といったように，手続きに要する時間と費用が
利用の阻害要因となっていると思われる記述があった．
　他にも「成年後見制度に関する研修もなく，気持ちも
身構えてしまい，足が遠のいてしまう」，「成年後見制度
について理解を深めるための取り組みを行なっていきた
い」など，制度についての理解不足もあげられた．
 
Ⅳ．誰にとっての身上の保護か
 
1．身上の保護の目的
　アンケート調査の結果から，成年被後見人等が施設入
所している被後見人等に対して行なっている実務内容
は，利用料の支払いや預貯金の管理が割合としては多い
ことが明らかになった（図 4）．他にも本人との面会や
ケースカンファレンスへの参加なども実務としてあがっ
ていたものの，実際には金銭管理に分類される実務が主
流を占めていると言える．これは，成年後見制度利用促
進基本計画で指摘された「財産の保全の観点のみが重視」
された運用に当てはまると捉えることもできる．この運
用の問題点は，本来の身上の保護の目的である，本人の
最善の利益の尊重や，権利の擁護が後退してしまう点に
ある．なぜなら，財産の保全はあくまで本人のためとい
うよりは周囲の関係者のメリットによるところが多い場
合があるからである．例えば，親族等の相続人がいる場
合は本人の財産はそのまま相続財産となるために，手を
つけずにより多く蓄えておく動機が働くことになる．
　また，今回のように施設入所者に関しては，施設入所
にかかる費用を滞りなく支払うための管理という側面も
否めない．もちろん，施設費用を支払い，入所生活を継
続させることは，本人の生活の維持にもつながるため，
本人の利益に他ならない．しかし，それは付随的な利益
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であって，第一の目的は施設が得る利用料の確保であろ
う．この目的の達成が際限なく追求されてしまうと，ホ
ームレスの一時的な宿泊施設として利用されるはずの無
料低額宿泊所が，現実には生活保護受給者を囲い込み，
入所生活を長期化させた「貧困ビジネス」の問題（山田　
2012）と重なる危険性がある．生活保護受給者に対して
は扶助費から利用料が支払われるため滞る心配がなく確
実に利用料を確保できるため，運営サイドにとっては利
益となるが，反面劣悪な環境での生活を強いられる入所
者にとっては，利益ではなく権利侵害となるのは明らか
である．これは極端な例ではあるが，本来，本人の権利
擁護が最優先されるはずの成年後見制度の運用が，周囲
の関係者の都合によって利用されることは，制度の原理
から外れることを意味する．この点をさらに掘り下げて
考察する．
 
2．専門職後見人がつくメリット
　今回の調査では，専門職後見人（弁護士，司法書士，
社会福祉士）がつくことによるメリットについて質問項
目を設けてあった．結果としては，「何かあった時に後
見人に相談できる」が最も高い回答割合を占めていた（図
5）．その他は，「本人の利益を最優先に考えて行動して
くれる」，「行政関係の手続きの負担が軽減した」，「財産
管理の負担が軽減した」が比較的多くを占めた（図 5）．
この結果から，本稿で主要なテーマである「誰にとって」
のメリットであるかを検証してみたい．
　まず最も多くあがっていたメリットである「何かあっ
た時に後見人に相談できる」について考えると，この「何
か」が何に当たるのかを確認する必要がある．その際，
自由記述欄に記載されていた内容を参考にすると，医療
的な処置，本人の状態が急変した際の緊急時の対応，施
設利用に伴う契約やケア内容確認の手続き，相続財産に
ついての相談や，死後事務（葬儀や供養）についてなど
があげられている．以上の内容に共通しているのは，本
人以外の第三者では判断の責任が負えない事項であると
いう点である．このような問題に関して，代理権や取消
権を行使できる専門職後見人に相談ができることは，施
設側にとってもメリットであることは言うまでもない．
裏を返せば，判断能力が不十分になり，本人の意思を確
認することが難しくなった入所者への対応に苦慮する施
設側の事情があると想像できる．留意しなければならな
いのは，施設側にとってのメリット
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であるという点であ
る．つまり，施設側が対応に困難を感じているからこそ
成年後見人に相談できることがメリットと感じられるの
である．多くの場合その先に入所者の利益とつながるは
ずであるが，本人にとっての最善の利益を究極の目的と
して，施設側が成年後見制度を捉えているかは定かでは
ない．
　その他のメリットとしてあがっていた，「行政関係の
手続きの負担が軽減した」や「財産管理の負担が軽減し
た」は，本人にとってのメリットというよりは，直接的
には施設側の負担軽減というメリットと認識できる．そ
うすると，成年後見制度の利用動機は，施設側にとって
メリットがあるかという基準が強く影響することにな
り，入所者の立場に立って必要かどうかの判断が置き去
りにされる可能性も否定できない．
　さらに身上の保護の課題についての自由記述欄の記載
内容を分析して，「誰にとって」の利益についての課題
なのかを整理したものが表 7 である．この表では利益の
受益者として，本人，親族等，施設と三者に分類した．
　主に，①医療に関する事項，②住居の確保に関する事
項，③施設の入退所，処遇の監視・異議申し立てに関す
る事項，⑦アドボカシーについての記述が多く，それら
を分類した．この分類の②と③についての記述は「実際
にお金が足りなくなり施設の支払いが難しいことがあ
る」，「我々管理職の立場からすると利用者処遇と同時に
利用料の納入という経営上の問題も関係するところから
情報提要し，積極的に活用をお願いしたい」，「家族が管
理していてサービスの利用料が止まることがあると心配
になります」など，施設にとっての利益についての課題
を述べたものが多いことが読み取れる．今回のアンケー
ト調査の回答者の 68.3% が施設長・管理者であった点も，
経営面での利益が回答に反映された背景と考えられる．
　一方で，⑦アドボカシーに関する記述内容には，「判
断できるうちに『自分はこうしたい，こうしてほしい』
という願いを把握しておくこと」や，「本人の思いや要
望などに寄り添い施設側と一緒に考える場がまだ得られ
ないため，改善の必要性を感じます」というように，本
人の意思を優先する上での課題が述べられている．成年
後見制度の目的は，成年被後見人等（本人）の権利擁護
であるため，本来的な趣旨に合致した発言である．ただ
し，今回の調査からはこのような認識が多く確認できた
とまでは言えない．よって，成年後見制度の理念，目的
を含めたそもそもの制度理解にも課題が残ると考えられ
る．実際，その他の課題に関する記述内容から，制度理
解が進んでいない状況があることが推測できた．これは
単に制度の仕組みや運用方法を理解するというだけでは
不十分であり，理念と目的を踏まえた理解の促進が求め
られる．
　現時点で制度利用中の入所者がいる施設の割合は，
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53.4% と半数を超えている（図 1，表 4）反面，制度の
利用が必要と思われる入所者がいるにもかかわらず，ま
だ利用していない施設は 44 と全体の 12.6% を占める（表
6）．利用が必要と思われる入所者には，今後適切に制度
の運用がなされることが望ましい．その際，必要と思わ
れる理由，動機が本人の最善の利益の尊重でなければな
らないことは言うまでもなく，単に施設利用料の支払い
のためや，契約手続きの簡素化に成年後見人等の役割を
求めてしまうと，本来の理念である権利擁護が達成でき
なくなる恐れもある．その意味でも制度の理解は重要な
意味を持つ．よって，「誰にとって」のメリットなのか，
「誰にとって」のニーズなのかを念頭に置いた上で，成
年後見制度の利用を検討しなければならない．この検討
の際に「本人にとって」が抜けてしまうと権利擁護の実
現は難しくなると言えよう．
 
Ⅴ．まとめ
 
　今回の調査では，成年後見制度の身上の保護について
入所施設での現状を把握した．制度を利用している入所
者がいる割合は半数を超えているため，徐々に制度が浸
透しているということもできる．社会福祉施設を対象と
した調査であったが，成年後見制度の身上の保護につい
て「福祉的な観点」からの検証は十分に行われていると
は言えない現状にあると推測できる．よって福祉的な観
点が必要な身上の保護も，「誰にとって」のニーズなの
かを改めて問い直す必要があろう．これは制度の理解と
合わせて進めていく課題でもある．
　今回の調査で，制度の理解不足には，仕組みや運用に
関するものと，制度の理念や目的といった原理的な理解
不足があることも浮かび上がった．特に，代表的な成年
後見実践である金銭管理と身上の保護の二つの実践につ
いては，身上の保護の実践の場合，その内容の検証を怠
れば，福祉的な観点が備わっていると安易に結び付けら
れる可能性を否定できない．実際，今回の調査で「誰に
とって」のニーズで，「誰にとって」のメリットかを検
証した結果，必ずしも成年被後見人等（本人）が主体と
なっている場合ばかりではないケースが確認できた．岩
間は，権利擁護を根底においた成年後見実践では，単に
本人に対する権利侵害や権利剥奪からの保護，救済では
なく，「自分らしい」自分への変化，「本人の主体化」を
促進する「積極的権利擁護」が求められることを説いた
（岩間　2011）．この岩間の「積極的権利擁護」を踏まえ
ると，メリットについての質問項目では，「①本人の利
益を最優先に考えて行動してくれる」の割合が高くなる
ことが望まれる．確かに自由記述欄の⑦アドボカシーに
関する内容では，本人の意思を尊重するなどの「本人の
主体化」を促進させる実践の必要性も確認できた．特に
ソーシャルワーカーである社会福祉士の実践にはその傾
向が高い．小川は，ソーシャルワーカーである社会福祉
表７　身上の保護による利益についての課題一覧
本人（成年被後見人等） 親族等 施設
「医療行為に関する判断は後見人にはできないよ
うになっているが，身寄りがない方については現
実的ではない」
「医療の同意がないため，結局家族の協力が必要
となる」
「施設入所者で身寄りのない方で一番困るのは，
医療的な処置について判断ができないことです」
「医療行為に関する権限がない」
ご家族が高齢になる中，制度の利用を勧めるので
すが、理解できず，等施設で病院代の費用や本来
家族が行うことを代行している方が数名いらっ
しゃいます」
「終末期を迎える利用者の医療方針の選択，入院
時の保証人」
「医療面において手術や看取りの判断が後見人の
方に無いことから，制度面での改善が必要と思わ
れる」
身元引き受け人になれないので入院の際にスムー
ズに進行しない
「実際にお金が足りなくなり施設の支払いが難し
いことがある」
「我々管理職の立場からすると利用者処遇と同時
に利用料の納入という経営上の問題も関係すると
ころから情報提供し，積極的に活用をお願いした
い」
「家族が管理していてサービスの利用料が止まる
ことがあると大丈夫かなと心配になります」
「判断ができるうちに『自分はこうしたい、こう
して欲しい』という願いを把握しておくこと」
「意思疎通が取れないからこそ利用したいのに、
取れないことを理由に利用できない」
「本人の思いや要望などに寄り添い施設側と一緒
に考える場がまだ得られないため、改善の必要性
を感じます」
「誰にとって」の利益についての課題か
②住居の確保に関する
事項
③施設の入退所，処遇
の監視・異議申し立て
に関する事項
⑦アドボカシー
①医療に関する事項
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士の成年後見実践には「被後見人の『声』を聴くことが
不可欠」であると指摘している（小川　2018）．そうす
ると，これを成年後見制度利用の動機と，利用に伴うメ
リットとして広く共有した上での利用促進が図られるこ
とが今後の課題となる．
　最後に本稿の主要なテーマである，入所施設における
身上の保護についてであるが，どうしても入退所契約の
手続きの代理や，緊急時の対応，利用料の支払いなどが
主な内容となる点は避けられない．この点は本人の生活
を維持して安定させる上でも欠かせない．ただし，その
実践は施設側や親族などのメリットが最優先されるので
はなく，あくまで本人のための身上の保護となるべきで
ある点を踏まえる必要がある．具体的には，可能な限り
本人の意思を確認して，本人が望む，本人の最善の利益
を最優先にした実務ということになる．「福祉的な観点」
は福祉専門職である社会福祉士だけに求められるもので
はなく，その他の専門職にも不可欠である．それが成年
後見制度の理念を共有することになるからである．成年
後見制度を利用している施設入所者への身上の保護を検
証するにあたって，「誰にとって」の身上の保護である
のかといった視点が「福祉的な観点」につながると考え
られる．以上，本稿で明らかになった入所施設を利用し
ている成年被後見人への身上の保護について改めて整理
すると以下のようになる．
・「誰にとって」のメリット，ニーズなのか検証を伴
う実践
・本人の最善の利益が最優先される実践
・「本人の主体化」のため，可能な限り本人の意思を
尊重する「積極的権利擁護」による実践
 
Ⅵ．残された課題
 
　今回の調査は限られた範囲でのアンケート調査であ
り，全体的な実態把握とは言えないため，あくまで傾向
の一部を確認したに過ぎない．また，自由記述に関する
分析についても収集したデータが多くなかったため，取
り上げた内容について筆者の恣意性が働いたことは否定
できない．ただし，社会福祉施設を利用している入所者
への身上の保護について，「誰にとって」のニーズやメ
リットかの検証は，成年後見制度の利用促進を図る上で
重要な視点であると思われる．今回その必要性を示した
ことは権利擁護を基盤においた成年後見実践の発展に期
待できるものと思われる．
　
註
 
1） 成年後見人等が行う財産管理には，預貯金の管理の
ほか，不動産の管理なども含まれる．さらに不動産
に関しては，必要であれば処分することも可能であ
る．その場合，家庭裁判所から許可を得なければな
らない．
 
2） 2016 年に施行された「成年後見制度の利用の促進
に関する法律」第 3 条「基本理念」において，それ
まで使用されていた「身上監護」が「身上の保護」
と改められた．この点について新井は、「監護」が
持つパターナリスティックな印象を払拭する意図が
あると説明している（新井　2016）．よって本稿で
も従来の「身上監護」を「身上の保護」と改めて使
用する．
 
3） 北野（2000：143）はアドボカシーを「権利擁護」
として用いているが，小西（2007：209）はアドボ
カシーの上位概念として「権利擁護」を位置付けて
おり，必ずしも双方が同義として用いられているわ
けではないため，整理が必要である．
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